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♢ ♢ 主 な 内 容 ♢ ♢

本自動車会館は、新型コロナウイルス感染防
止対策の一環として、日本自動車連盟（JAF）

が中心となり自動車関係団体・企業合同によるワ
クチン職域接種を行った。接種会場としてJAFが
本部会議室を提供。全国的なワクチン供給不足・遅
れにより開始は予定より１カ月半ほど遅れたが、医
師・看護師約20人の協力の下、９月11日（土）～14
日（火）の４日間にわたり、1,000人を対象に１回
目の接種を実施した。２回目の接種は10月16日（土）
～10月19日（火）の４日間を予定している。

　接種を受けたのは、JAF職員をはじめ、日本自
動車会館に入居する団体・企業の職員とご家族、日
本自動車会議所の会員やモータースポーツ団体の職
員など。職域接種は、地域の負担を軽減し、ワクチ
ン接種の加速化にも貢献することから、当会議所な
ど入館14団体で構成する日本自動車会館運営委員会
では６月初めから実施を検討してきた。ワクチン接
種にあたっては、強制することがないよう、個人
の意思に留意して行われ、予約決済システム「e－
JAF予約」を活用し、個人単位で予約を受け付けた。

日
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▪『クルマ・社会・パートナーシップ大賞』創設

▪関係省の2022年度税制改正要望

▪国交省が「今後の自動車事故対策勘定のあり方に関する検討会」新設
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▪第275回会員研修会開催

▪第11次交通安全計画の21年度実施計画策定［東京都］

▪都・港区・早大が共同でFCVゴミ収集車の試験運用開始［東京都］
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を与えています。
　本賞は、そのような状況下にあっても、日々の職
場・現場をベースにしながら、わが国の社会や自動
車産業・文化の発展に努力・貢献している方々の取
り組みに光を当て、自動車に関わる全ての方々の代
表として表彰することにより幅広く認知を広げ、そ
れぞれの取り組みが世の中にさらに広がっていくこ
との一助とするものです。
　受賞候補となる一般・会員からの公募ならびに主
催者事務局の推薦による取り組みは、後日設置され
る2021年度選考委員会（委員長：鎌田実 東京大学
名誉教授）による審査を経て、2022年初春をめどに
受賞者を公表し、都内会場にて表彰式を行う予定で
す。
　制度概要・公募の要領は、次ページ「概要」のと
おりです。

本自動車会議所は、日刊自動車新聞社との共
催で、新たに表彰制度「クルマ・社会・パー

トナーシップ大賞」を創設し、このたび第１回とな
る2021年度表彰概要を発表いたしました。一般お
よび当会議所会員からの公募を９月15日から開始
し、2022年初春をめどに表彰式も行う予定です。
　「クルマ・社会・パートナーシップ大賞」は、本
年、日本自動車会議所が1946年（昭和21年）の創立
から75周年の節目を迎えた機をとらえ、現在550万
人にものぼる自動車業界で働く人々や、自動車ユー
ザーも含めて、自動車にかかわる全ての方々にあら
ためて「ありがとう」と感謝を伝える場を作りたい
との気持ちから創設に至りました。
　現在、自動車業界は、100年に一度ともいわれる
大変革期や、新型コロナウイルス感染拡大等の大変
難しい状況にあり、自動車ユーザーにも大きな影響

日
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■国土交通省
◇主要項目以外の項目〔国土交通省主管〕
・自動車関係諸税の課税のあり方の検討（自動車重

量税・自動車税等）
・自動車重量税のクレジットカード納付制度の創設

（自動車重量税）
◇主要項目以外の項目〔他省庁主管等〕
・公共の危害防止のために設置された施設又は設備

に係る特例措置の延長（固定資産税）
■環境省
◇税制全体のグリーン化の推進
　カーボンプライシングなどの市場メカニズムを用
いる経済的手法は、産業の競争力強化やイノベーシ
ョン、投資促進につながるよう、成長に資するもの
について躊躇なく取り組む。
　国際的に、民間主導でのクレジット売買市場の拡
大の動きが加速化していることも踏まえて、我が国
における炭素削減価値が取引できる市場（クレジッ
ト市場）の厚みが増すような具体策を講じて、気候
変動対策を先駆的に行う企業のニーズに早急に答え
ていく。
　具体的には、足下で、Ｊクレジットや非化石証書
などの炭素削減価値を有するクレジットに対する企
業ニーズが高まっている情勢に鑑み、まずは、これ
らのクレジットに係る既存制度を見直し、自主的か
つ市場ベースでのカーボンプライシングを促進する。
　その上で、炭素税や排出量取引については、負担
の在り方にも考慮しつつ、プライシングと財源効果
両面で投資の促進につながり、成長に資する制度設
計ができるかどうか、専門的・技術的な議論を進め
る。その際、現下の経済情勢や代替手段の有無等、
国際的な動向や我が国の事情、先行する自治体の取
組、産業の国際競争力への影響等を踏まえるものと
する。
　加えて、我が国は、自由貿易の旗手としての指導
力を存分に発揮しつつ、これと温暖化対策を両立す

022年度（令和４年度）予算概算要求に伴
う関係３省の税制改正要望が出揃った。自動

車関係の2022年度税制改正は、拡充や延長案件が
少ない年に当たる。このため経済産業省では、昨年
12月に決定した2021年度税制改正大綱の「検討
事項」を踏まえ、自動車関係諸税の中長期的な課税
のあり方について「検討を行う」して「議論の年」
と位置付ける。国土交通省も経産省と同様に自動車
関係諸税の課税のあり方を検討するほか、「自動車
重量税のクレジットカード納付制度の創設」を要望
しているものの、重点要望として挙げている項目は
ない。環境省では、カーボンニュートラルに向けた
カーボンプライシングを含むポリシーミックスを推
進するとの基本的考えや、引き続き「揮発油税等に
ついて、グリーン化の観点から『当分の間税率』を
維持」との方針を掲げている。
　関係省の2022年度税制改正要望（自動車関係項目
の抜粋）は次の通り。
■経済産業省
◇自動車関係諸税の課税のあり方の検討（自動車重

量税・自動車税・軽自動車税）
　令和３年度与党税制改正大綱等を踏まえ、自動車
関係諸税について、カーボンニュートラル実現に積
極的に貢献するものとするとともに、自動運転をは
じめとする技術革新の必要性や保有から利用への変
化、モビリティの多様化を受けた利用者の広がり等
の自動車を取り巻く環境変化の動向等を踏まえつ
つ、受益と負担の関係も含め、その課税のあり方に
ついて検討を行う。＝５ページの「自動車関係諸税
（車体課税）の論点」参照
◇公共の危害防止のために設置された施設又は設備
に係る課税標準の特例措置の延長（固定資産税）

・事業者の公害防止対策に対する取組の促進を図る
ため、事業者が設置する公害防止施設に係る固定資
産税の軽減措置について、適用期限の延長（２年間）
を図る。
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　平成24年10月から施行されている「地球温暖化対
策のための税」を着実に実施し、省エネルギー対策、
再生可能エネルギー対策、化石燃料のクリーン化・
効率化などのエネルギー起源二酸化炭素排出抑制の
諸施策に充当する。また、揮発油税等について、グ
リーン化の観点から「当分の間税率」を維持し、そ
の税収を地球温暖化対策等に優先的に充当する。
（自動車環境対策）
　地球温暖化対策・公害対策の一層の推進、汚染者
負担の性格を踏まえた公害健康被害者補償のための
安定財源確保の観点から、車体課税の一層のグリー
ン化を推進する。
◇公共の危害防止のために設置された施設又は設備
（廃棄物処理施設、汚水・廃液処理施設）に係る
課税標準の特例措置【延長】（固定資産税）

〇公害防止用設備に係る固定資産税の課税標準に関
し、

　・ごみ処理施設、石綿含有産業廃棄物等処理施設
については１／２

　・一般廃棄物の最終処分場については２／３
　・PCB廃棄物等処理施設については１／３
　・汚水・廃液処理施設については１／２を参酌し

て１／３以上２／３以下の範囲内において市町
村の条例で定める割合

　とする特例措置について、適用期限を２年間延長。
（日本自動車会議所まとめ）

る公正な国際ルールづくりを主導する。その際、炭
素国境調整措置に関する我が国としての基本的考え
方を整理した上で、ＥＵ等の議論の動向にも注視し、
戦略的に対応する。
　第５次環境基本計画（平成30年４月17日閣議決定）
に基づき、企業や国民一人一人を含む多様な主体の
行動に環境配慮を織り込み、環境保全のための行動
を一層促進するために、以下のとおり、幅広い環境
分野において税制全体のグリーン化を推進する。
（地球温暖化対策）
○カーボンニュートラルに向けたカーボンプライシ
ングを含むポリシーミックスの推進

　カーボンプライシングについては、産業競争力の
強化やイノベーション、投資促進につながるよう、
成長に資するものについて躊躇なく取り組むことと
している。このため、政府において、成長戦略実行
計画（令和３年６月18日閣議決定）を踏まえつつ、
ポリシーミックスの中で、年内に一定の方向性の取
りまとめをすべく、そのあり方について検討過程で
あるところ、現下の経済情勢や代替手段の有無等、
国際的な動向や我が国の事情、先行する自治体の取
組、産業の国際競争力への影響、脱炭素化に向けた
イノベーション支援等を含めて専門的・技術的な議
論を着実に進め、その成果を踏まえたカーボンプラ
イシングについての対応を行う。
○税制全体のグリーン化
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土交通省「今後の自動車事故対策勘定のあり
方に関する検討会」が新たに設置され、コロ

ナ禍の中、WEB会議方式により、第１回の検討会
が８月27日に開催された。委員に選出されていた
当会議所の赤間立也保険特別委員長（日本通運執行
役員）が出席し、意見陳述を行った。
　本検討会の設置は、本年７月に取りまとめられた
「今後の自動車事故被害者救済対策のあり方に関す
る検討会」報告書の中で、今後の自動車事故被害者
救済対策のさらなる充実の必要性が示され、「自動
車事故被害者救済対策を将来にわたって安定的かつ
継続的に実施するための方策に関する検討を進める
ことが適当」とされたことを踏まえたものである。
　政府再保険制度の廃止時に残った再保険料の累積
運用益の一部からなる自動車安全特別会計自動車事
故対策勘定の積立金を活用し、自動車事故被害者救
済を実施するスキームは、2001年の法改正によって
整備された。一方、その後の金利情勢などの状況変
化を踏まえ検討を進めることが必要であること、ま
た、自動車損害賠償責任再保険特別会計から一般会
計への繰入金の自動車安全特別会計への繰戻し期限
が2022年度末に到来する状況の中、本検討会が設置
されることとなった。
　本検討会は有識者や自動車ユーザー団体、自動車
事故被害者・遺族団体から構成され、委員として「自
動車損害賠償保障制度を考える会」座長の福田弥夫
氏（日本大学危機管理学部長）、同会メンバーの桑
山雄次氏（全国遷延性意識障害者・家族の会代表）、
坂口正芳氏（日本自動車連盟副会長）、髙倉明氏（全
日本自動車産業労働組合総連合会会長）も選出され
た。本検討会座長には藤田友敬委員、座長代理には
福田委員が選任された。事務局は国土交通省自動車
局保障制度参事官室が担当する。
　WEB会議方式で開催された検討会では、冒頭、
藤田座長及び祓川直也自動車局長より挨拶、事務局
から自動車事故対策事業の現状等について資料に沿
って説明があった後、意見交換が行われた。第１回

ということもあり、被害者救済対策や事故発生防止
対策、財源のあり方など、さまざまな意見が出された。
　赤間委員は「一般会計からの繰り戻しに係る大臣
間合意の期限が到来するところ、自動車事故対策勘
定の財政事情は大変厳しい状況にある。こうした状
況を踏まえた大臣間合意の更新が必要」と訴えた。
　また、福田委員は「一般会計からの繰り戻しは少
しずつ増えているものの、根本的な議論を行い、被
害者救済対策を安定的に実施していくための方策を
皆さんと考えていきたい」と決意を表明した。なお、
会議の最後に、当面の検討スケジュール（案）とし
て今後月１回程度、委員会を開催し、冬頃を目途と
した報告書取りまとめることが提示された。

　日本自動車会議所は９月２日、東京都港区の日本自動
車会館で「第275回会員研修会」を開催した。新型コロ
ナウイルス感染対策として、会場ではソーシャルディス
タンスなどを実施。リモートも併用し、計約60人が参加

WEB会議による第１回検討会に出席し、意見を述べた当会
議所の赤間立也保険特別委員長

国



─ 7 ─

2021年９月15日(第935号) 自動車会議所ニュース

酒運転の根絶」は指導取締りの強化やアルコール依存症
者への支援を実施。「先端技術の活用」は、事故抑制や
渋滞の軽減等を目指す交通システムである「高度道路交
通システム」（ITS）を引き続き、積極的に取り入れる
としている。
　昨年の交通事故発生件数は２万5,642件、負傷者数は
２万8,888人、死者数は155人で、交通事故発生件数と負
傷者数は前年比で減少となったものの、死者数は前年比
増だった。死者数のうち年齢別では65歳以上の高齢者が
４割、状態別では自転車乗車中が２割を占めている。

〔東京都自動車会議所〕

　東京都、港区、早稲田大学はこのほど、燃料電池車
（FCV）をベースとするゴミ収集車の試験運用を開始し
た。来年２月末まで港区内で実際のゴミ回収をFCV収集
車により実施。作業にあたるゴミ収集員への聞き取りや
エネルギー消費量の評価など導入効果の検証を行い、都
市の特性に適したゴミ収集車として将来の普及を目指す。
　この取り組みは、東京都が実施する「大学研究者によ
る事業提案制度」で早稲田大学の提案が採択され、これ
に港区が収集作業を担う形で加わり、昨年６月に３者に
よる基本協定が締結されFCV収集車の開発が行われて
きた。FCVは走行時に大気汚染物質を排出せず、作業
時も静かであることからゴミ収集の作業だけでなく生活
環境の向上にも貢献することが期待されている。
　都では今回の試験運用を「ゼロエミッション東京戦略」
に係わる事業として重視しており、業務用車両の水素利
用促進にもつなげていきたい考え。

〔東京都自動車会議所〕

した。今回は「人と、クルマと、安全と～コロナ禍の交
通社会を考える～」をテーマに、講師には一般社団法人
「日本交通科学学会」理事の吉村俊哉氏を迎えた。
　講演では、あおり運転の厳罰化をはじめとした改正道
路交通法などに触れ、「交通安全には教育、技術、環境、
規制の施行が重要」と強調した。
　特にあおり運転は６月末までの１年間に全国で計100
件が摘発されており、ドライバーのあるべき姿として「心
理学的に考えれば、自己を客観的に見る能力の醸成が必

　東京都交通安全対策会議は、このほど策定した「第11
次交通安全計画」（期間５カ年）での目標達成に向け、
今年度に取り組むべき具体的な施策を取りまとめた。同
計画で設定した「重視すべき視点」（７項目）それぞれ
について、道路整備や安全教育の推進など詳細な取り組
みを明記した。
　世界主要大都市の中で、最も少ないレベルの交通事故
死者数にすることを目標に掲げた「第11次交通安全計画」
では、計画最終年の25年度までに死者数110人以下、死
傷者２万7,000人以下とすることを目標とした。今年は
「世界一の交通安全都市 TOKYO を目指して」をスロ
ーガンに東京都と関係行政機関が施策を着実に実施し安
全対策を強化する方針とした。
　実施にあたっては重視すべき視点として設定した、「高
齢者及び子供の交通安全の確保」、「自転車の安全利用の
推進」「二輪車の安全対策の推進」「飲酒運転の根絶」「先
端技術の活用」「『新しい日常』に対応した交通安全対策
の推進」「東京 2020 大会を踏まえた交通安全」について、
新型コロナウイルスの感染拡大防止に努めながら、各課
題に対応した交通安全施策を推進し、交通事故と交通事
故死傷者の発生を抑制していくことなどを強調している。
　具体的には「高齢者の交通安全の確保」では、歩道橋
のバリアフリー化や防護柵など道路交通環境や交通安全
意識の啓発に取り組み、「子供の交通安全の確保」につ
いては通学路における交通安全点検の推進などが盛り込
まれている。「二輪車の安全対策の推進」は、交差点の
改良、二輪車の駐車対策、原動機付自転車等の損害賠償
責任保険の加入促進による被害者支援などを行う。「飲

要」と指摘した。
　最近も目立つ飲酒運転による事
故に関しては「死亡事故の全体数
は年々減っているが、お酒絡みは
一定数を占めている」と懸念を示
した。その上で「飲んですぐ酔う
訳ではなく、残留アルコール運転の防止にも目を向けな
ければならない」などと訴え、さまざまな視点から安全
な交通社会づくりに取り組む提言をした。

吉村 俊哉氏
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一般社団法人 日本自動車工業会
一般社団法人 日本自動車部品工業会
一般社団法人 日本自動車車体工業会
一般社団法人 日本自動車タイヤ協会
一般社団法人 日本自動車販売協会連合会
い す ゞ 自 動 車 販 売 店 協 会
ト ヨ タ 自 動 車 販 売 店 協 会
日 産 自 動 車 販 売 協 会
Ｕ  Ｄ  ト ラ ッ ク ス 販 売 協 会
日 野 自 動 車 販 売 店 協 会
三 菱 自 動 車 販 売 協 会
三菱ふそうトラック・バス販売協会
全 国 ス バ ル 自 動 車 販 売 協 会
ダ イ ハ ツ 自 動 車 販 売 協 会
全 国 マ ツ ダ 販 売 店 協 会
ス ズ キ 自 動 車 販 売 店 協 会
ホ ン ダ 自 動 車 販 売 店 協 会
一般社団法人 全国軽自動車協会連合会
日 本 自 動 車 輸 入 組 合
一般社団法人 日本中古自動車販売協会連合会
一般社団法人 日本自動車整備振興会連合会
一般社団法人 日本自動車機械工具協会
公益社団法人 全日本トラック協会

公益社団法人 全 国 通 運 連 盟
公益社団法人 日 本 バ ス 協 会
一般社団法人 全国ハイヤー・タクシー連合会
一般社団法人 全国自家用自動車協会
一般社団法人 日本損害保険協会
石 油 連 盟
一般社団法人 全日本指定自動車教習所協会連合会
一般社団法人 全国自動車標板協議会
一般財団法人 自動車検査登録情報協会
一般社団法人 全国レンタカー協会
一般社団法人 日本自動車リース協会連合会
一般財団法人 日本モーターサイクルスポーツ協会
一般社団法人 自動車公正取引協議会
全国自動車検査登録印紙売捌人協議会
一般財団法人 関東陸運振興センター
一般社団法人 東京都トラック協会
一般社団法人 神奈川県トラック協会
一般社団法人 日本道路建設業協会
一般社団法人 日 本 ゴ ム 工 業 会
一般社団法人 日 本 塗 料 工 業 会
板 硝 子 協 会
日本自動車車体整備協同組合連合会
一般社団法人 日本交通科学学会

一般社団法人 日 本 陸 送 協 会
一般社団法人 日本二輪車普及安全協会
一般財団法人 日本自動車研究所
一般社団法人 日本自動車機械器具工業会
特 定 非 営 利 活 動 法 人 ITS Japan
公益社団法人 自 動 車 技 術 会
公益財団法人 自動車リサイクル促進センター
一般社団法人 日 本 ガ ス 協 会
一般社団法人 日本自動車運行管理協会
一般社団法人 日本自動車用品・部品アフターマーケット振興会
一般社団法人 自動車再資源化協力機構
一般社団法人 自動車用品小売業協会
一般社団法人 日本オートオークション協議会
日 本 中 古 車 輸 出 業 協 同 組 合
全国オートバイ協同組合連合会
日 中 投 資 促 進 機 構
一般財団法人 日本自動車査定協会
一般財団法人 全日本交通安全協会
公益財団法人 日本自動車教育振興財団
一般社団法人 日本鉄リサイクル工業会
全日本自動車部品卸商協同組合
一般社団法人 日本自動車購入協会
一般社団法人 青森県自動車団体連合会

一般社団法人 岩手県自動車会議所
一般社団法人 宮城県自動車会議所
一般財団法人 秋田県全自動車協会
山 形 県 自 動 車 団 体 連 合 会
一般財団法人 福島県自動車会議所
東 京 都 自 動 車 会 議 所
一般社団法人 神奈川県自動車会議所
一般社団法人 静岡県自動車会議所
一般社団法人 愛知県自動車会議所
一般社団法人 岐阜県自動車会議所
一般社団法人 三重県自動車会議所
一般社団法人 富山県自動車会議所
一般社団法人 石川県自動車会議所
一般社団法人 福井県自動車会議所
一般社団法人 大阪自動車会議所
一般社団法人 徳島県自動車会議所
一般社団法人 香川県自動車会議所
愛 媛 県 自 動 車 会 議 所
高 知 県 自 動 車 会 議 所
一般財団法人 大分県自動車会議所

（ほかに企業会員75、推薦会員１）

古来から人類は速さに魅せられ、絵画、彫刻、
陶磁器に、颯爽と駆ける名馬や飛翔する美しい鳥
の姿を表してきましたが、内燃機関が発明された
18世紀以降速度や馬力の表示が広まり、今迄以上
にスピードやダイナミズムへ関心が向かいます。
　1844年に英国のウィリアム・ターナーが描いた
「雨、蒸気、速度　グレート・ウェスタン鉄道」は、
初めて速度を取り上げた絵ですが、フランスでは
動感溢れるドラクロワの絵が人気を博し、同じ頃
に欧米に登場した北斎への賞賛も、日本への憧れ
以上に、動感表現が巧みで普遍的魅力があったが
ゆえです。1904年にはアインシュタインが、光の
速度が時間を超える特殊相対性理論をドイツから
発表し、３年後はイタリアのマリネッティが速度
を主役に芸術運動の未来派を宣言します。20世紀
は世界が速度に期待した時代です。未来派は激動
の時代の政治に利用され消滅しましたが、世の中
は鉄道に続き自動車と飛行機が実用段階に入り、
視界から馬車が消えていき、女性も自ら運転し、
各地でレースが開かれ、子供には車の玩具が与え
られ、モータリゼーションの本格的到来と共に、
車のスタイリングも性能とともに進化しました。

　普段はスピードに興味が
ない人も、特に美しい車を
見るとどれほど速いのかと
思うように、車の形は本能
的に速さと結びつきます。

「流線型（ストリームライン ）」への造形的関心
は既に車のボディが垂直水平の頃からあります。
建築家バックミンスター・フラーが流体力学や風
洞実験を参考にダイマクションカーを作り、３次
曲面が登場すると、翌年にはクライスラーが空気
力学を反映した業界初の量産車エアロフローを発
売。さらにその２年後の1936年に国産初の乗用車、
「トヨダAA型」が流線型で生産販売されます。
　米ソ宇宙開発競争の50年代末はテールフィンが
人気を呼び、加熱したブームは家電等他の市場へ
広がった後に消滅していきました。しかし流線型
はなおも空気抵抗係数を指標に進歩し、イメージ
の面でも最先端技術の車に生かされ、今も顧客に
夢を与え続けていることは周知の通りです。
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未来と速度と流線型 日本美術アカデミー理事　戸田 吉彦

第二次世界大戦前の高級車プジョー402。流線型で販売成功した
初の欧州車。製造期間1935-41年。トヨタ博物館蔵。筆者撮影


